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魅力ある地方大学を実現するための支援の在り方について 

 

令 和 ３ 年 ８ 月  

中央教育審議会大学分科会  

 

（はじめに） 

中央教育審議会大学分科会では、第 10 期より「魅力ある地方大学の実現」に

ついて議論を進めてきた。当該議論は今後更に深めていく必要があるものの、

令和４年度概算要求を前に、本分科会としてこれまでの議論を踏まえて目指す

べき方向性を示すことは、本分科会の重要な役割であると考え、以下のとおり

「魅力ある地方大学の実現」へ向けた当面の考え方を示すこととする。国にお

いては、これを踏まえ、魅力ある地方大学に資する施策を講じることを期待し

たい。 

 

（大学を取り巻く状況） 

我が国の大学を取り巻く状況はＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）や

グローバル化の進展、Society 5.0 の到来等、急速に変化し、社会産業構造は資

本集約型から知識集約型へと移り変わってきている。また、少子化や生産年齢

人口の減少等によって地域の活力が低下しつつあることが指摘されている。さ

らに、テレワークやワーケーション（※）など地理的な制約を超えた働き方が急速

に拡大するとともに、災害や感染症等に対してレジリエンスを有する、強くし

なやかな国土形成の必要性が指摘されている。このように社会全体として大き

な価値転換を経験している中にあって、一極集中から脱却し、地域分散型の社

会を実現していくためには、魅力ある地域を創出する地方創生の取組の重要性

が増してきている。 

（※）「ワーク」と「バケーション」を組み合わせた造語。観光地やリゾート地でテレワークをするな

ど、新たな働き方を指す言葉。 

 

（地方大学の役割） 

このような現状下、地域の「知と人材の集積拠点」である大学にしか果たせな
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い役割がある。例えば地方大学には、医療、福祉、教育といった地域にとって必

要不可欠な分野に従事する者を育成する役割がある。また、魅力的な地域文化

や歴史を発展・継承していく観点からも大学の教育研究を基盤とした機能の果

たす役割は大きい。さらに、社会全体の大きな価値転換の中では、地域産業のＤ

Ｘやグローバル化を推進していくための人材育成は不可欠であり、地域の産業

界との連携により、リカレント教育等を通じて地域に必要な労働力を育成する

ことも重要な役割である。 

また、知の本質はボーダーレスなものであり、ＩＣＴの飛躍的な発達により大

学は他の地域や海外と知を通じてつながる窓口ともなっている。地域の知の拠

点として、そのような認識を持つことも重要である。 

文部科学省においては、国立大学法人運営費交付金や私立大学等経常費補助

金はもとより、これまで地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（ＣＯＣ

＋）や大学による地方創生人材教育プログラム構築事業（ＣＯＣ＋Ｒ）等を通じ

て、大学が地域の産業界等と連携して地域課題の解決に貢献することで地域の

核となる取組を推進してきている。今後は、これまでの成果を更に発展させて

いくことで、大学が地域の中核として全国各地で地域の可能性を引き出し、よ

り一層、地方創生に貢献できるようにしていく必要がある。 

 

（「魅力ある地方大学」とは） 

大学が地域の中核的な拠点となる上では、教育研究を通じていかに「社会的な

実践」を行っていくことができるかが鍵であり、その社会実践の場として、魅力

のある地域の存在が必要となる。地域のために大学が貢献するとともに、地域

も大学と一緒になって取組を進めていく、そのような大学と地域の関係こそが

「魅力ある地方大学」の前提となる。その上で、産学官金連携の成果として全国

各地や世界各国から人材を集め、また、地域への優秀な人材の輩出や、大学の知

の活用・社会実装を通じた地域の課題解決や地域経済の発展などによって、地

域に貢献する大学の在り方が求められる。 

また、それぞれの地域にとってどのような大学が「魅力ある大学」なのかは、

まさに地域の関係者によって議論されるべきであろう。地域産業の担い手とな

り、地域に定着する人材を育成することも、地域から出てグローバルに活躍を
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し、その恩恵を地域にもたらす人材を育成することも重要である。また、大学の

魅力によって日本全国や世界各国から学生が集まり、キャンパスで過ごす中で、

その大学を育んだ地域の魅力を知り、その地域への愛着が醸成され、卒業後も

地域に関わり続けるようになることも考えられるだろう。どのような大学が「魅

力ある地方大学」なのかについて、大学の様々な活動に多様なステークホルダ

ーが関与し、協働する中で地域社会におけるそれぞれの大学の必要性や重要性

が明確になることが重要である。各地域で、これまでの歴史的な経緯や今後の

地域の可能性等を十分に踏まえた活発な議論がなされ、それぞれの大学が持つ

「強み」と「特色」を最大限に生かし、地域にとって「かけがえのない大学」と

なっていくことが求められている。 

なお、地域の概念・範囲は多様であり、それぞれで事情が異なる地域課題や変

化に対応するために相応しい地域の単位（範囲）について、関係者でよく議論を

することが求められる。 

 

（「魅力ある地方大学」の実現へ向けて） 

① 地域社会と連携した地域ならではの質の高い人材育成 

大学が地域の中核として機能していくためには、地域の大学を卒業した人

材がどのような地域や分野で活躍しているかといった基礎的なデータを十

分に収集・分析した上で、地域の様々なステークホルダーと目的を共有する

とともに、資源の提供を受け、教育研究を充実させていくことが必要となる。

これまでは地域の「強み」や「特色」を十分に意識しておらず、地元のニー

ズを捉え切れていない教育カリキュラムが編成されているとの指摘もあっ

た。後述する地域連携プラットフォーム等において地域の産業界や地方公共

団体等と各種データに基づいて目指すべき地域の将来像やそのために育成

する必要のある人材像について徹底的に議論を行い、その実現のための教育

プログラムを構築していくことが求められる。また、当該プログラムを実施

するに当たっては、地方公共団体や産業界から講師の派遣、寄付金やプログ

ラムの提供を受けるとともに、実践的な長期インターンシップや地方公共団

体や企業が実施する奨学金の返還支援も活用するなど、大学と地域とが協働

してその地域ならではの質の高い人材育成に取り組むことが求められる。ま
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た、リカレント教育のニーズに対応するため、地域のニーズを反映した短期

集中型のプログラムを構築することも有用である。 

その際、ポストコロナ／ウィズコロナ社会においては、ＤＸの進展により、

時間的・空間的な制約を超えた教育の在り方が重要となる。遠隔授業の活用

や地域課題の解決と教育研究とを融合した取組の推進も含め、地域に所在す

る大学にとっては大きなチャンスであり、地域ならではの人材育成を推進す

るに当たっての一つの視点となり得るだろう。 

また、地域に輩出する学部卒の人材全体の質の向上を図るためには、地域

のニーズを踏まえつつ、人文社会科学系の学部等で自然科学に関する教育を

行うことや自然科学系の学部等で人文社会科学に関する学修を充実させる

ことなど、文理融合・分野横断による高度なＳＴＥＡＭ人材育成の取組を進

めることも必要である。 

 

② 高度な連携推進体制の構築 

質の高い人材育成に取り組むに当たっては、大学内、大学間、大学と産業

界、地方公共団体等との間で不断の意思疎通を行い、課題や目標を共有しつ

つ協働を進めるなど、高度な連携推進体制が必要となる。 

これまでも本分科会の提言を踏まえて、既存の学部の枠を超えた横断的な

教育プログラムを編成するため学部等連係課程の制度化や、国公私の枠を超

えた大学間の連携を推進するための大学等連携推進法人の制度化が行われ

てきた。また、地域には５年一貫の実践的な技術者教育を行う高等教育機関

として、実践的・創造的な技術者の養成に貢献してきた高等専門学校や、地

域密着型の高等教育機関として社会・産業ニーズに即応した多様な教育を柔

軟に展開する専門学校など、様々な高等教育機関が存在している。真に地域

で必要となる人材を育成していくに当たっては、従来の枠に捉われずに様々

な高等教育機関の連携による取組を進めていくことが望まれる。 

大学個別の取組の中では、地域の強みや特色、地域の産業構造や将来展望

等を十分に把握することが難しい面がある。また逆に、地方公共団体や産業

界も、どのように大学と協働し活用することができるのか、各大学にどのよ

うな魅力的なシーズが存在するのかを十分に把握できていないとの指摘も
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ある。これらの課題を乗り越えるためには、地域の大学やその他の高等教育

機関のみならず、地方公共団体、産業界、金融機関等の様々な関係機関が一

体となった恒常的な議論の場として「地域連携プラットフォーム」の構築が

求められている。特に「地域」の将来像について議論をする上では、地方公

共団体の役割は欠くことができない。各地方公共団体において大学等の高等

教育機関を活用し地方創生に関する取組を構想していくような機能が求め

られることになる1。その際、本分科会での議論を経て策定された地域連携プ

ラットフォーム構築のためのガイドラインを踏まえ、取組を進めることが期

待される。 

さらに、高等学校等の初等中等教育機関との接続も重要となる。地域の子

供たちが将来的に地域の産業の担い手となって地域に貢献していきたいと

考えたときに、真に必要な魅力ある学びが地域で用意されていることが必要

である。地域における初等中等教育段階から高等教育、就職、就職後のリカ

レント教育までの全体を視野に入れて、地域や産業界と連携をして人材育成

を行っていくシステムの構築を推進していくことが重要である。 

また、大学を核として高度な連携推進体制を構築していく上では、大学キ

ャンパス全体を多様なステークホルダーが関わり合い新たな価値を生み出

す「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」として整備していくことも重

要である。 

 

③ 出口を重視した取組の推進 

「魅力ある地方大学」として地域に貢献するためには、大学における教育

研究の出口を意識した取組が必要となる。 

我が国の大学教育は、学生に密度の高い学修を促す教育システムとはなっ

ておらず、学生が修了時点で必要な能力を身に付けることができていないと

の指摘がある。産学官金が連携をして真に地域に必要となる人材を育成して

いくためには、修得主義の徹底と厳格な卒業認定によって「この力が身に付

いている」と共通認識を持つことができ、地域の産業界が「雇用したい」と

                                                   
1 例えば、長野県や福井県、京都府などでは大学間連携に関すること、高等教育振興、大学政策等の担当部

署が設置されている。 
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思うような人材育成が求められる。 

また、地域の今後を担う人材育成という観点からは、現在の延長線上で地

域産業に役立つ人材を育成していくだけでなく、地域の産業社会構造をグロ

ーバル・ＤＸに導いていくような人材育成が必要である。そうした先に、地

域の産業がさらに発展し、学生にとって魅力ある雇用のある地域となってい

くことも期待される。 

さらに、こうした人材育成機能の強化と、後述する研究・社会実装の機能

強化を、相乗効果が生じるように連携して推進していくことが期待される。 

 

④ 地域ならではのイノベーション創出など研究・社会実装機能の強化 

大学は地域社会で活躍する人材を育成するのみならず、地域経済・地域社

会を支える基盤として、地域ならではのイノベーションを創出して新産業の

創出や関連企業の集積等によって地域経済の発展や地域の課題解決に資す

る取組を進めることが期待されている。またＤＸ社会やカーボンニュートラ

ルな社会の実現は、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」（令和３年６月

18 日 閣議決定）においても「活力ある地方創り」とともに、日本の未来を

切り拓く原動力として位置づけられている。これからの我が国にとっても重

要であり、また、ＳＤＧｓの達成のためにも重要となるこれらのイノベーシ

ョンについても、より具体的なニーズが身近に存在する地域の大学こそ、そ

の担い手となる可能性がある。 

そのためには優秀な研究者を惹きつけ、また学生や若手研究者を育ててい

く大学づくりを通して、研究成果を地域ならではのイノベーション創出へと

つなげていくエコシステムを構築することも期待されている。そのために

は、産学官金連携の強化や大学発ベンチャーの創業支援が重要であり、研究

開発や社会実装を担う人材育成が不可欠となる。そのため、大学院教育と学

部教育の綿密な接続や産業界と連携したジョブ型研究インターンシップの

推進、地域産学官連携拠点の構築や拠点内での大学マネジメント人材の発

掘・育成・確保、地方公共団体・産業界と連携した起業家や事業化の支援人

材育成及びアントレプレナーシップ教育の充実をはじめとするスタートア

ップ創出機能の強化等が求められる。 
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⑤ 制度的な特例による先導事例の創出と優れた事例の共有 

「魅力ある地方大学」を実現するためには、これまでの取組とは一線を画

す先導的な取組を行っていくことが求められる。例えば、本分科会において

は地方国立大学の特例的・限定的な定員増についての考え方を本年２月に取

りまとめた。また同月に制度化された大学等連携推進法人においても、大学

設置基準上の「自ら開設」の特例が講じられるなど、各種制度的な特例が講

じられてきた。 

これらをはじめとする各種特例を活用することにより、従来の大学単独の

取組だけではなし得なかったポストコロナ／ウィズコロナ社会、Society 

5.0 時代に相応しい先導的な取組を創出することで、大学の持つ力を活用し

た新たな地方創生に資する人材育成の可能性を模索することにもつながろ

う。 

また先導的な事例を創出するとともに、優れた事例を共有することで、各

地でその地域ならではの人材育成やイノベーション創出に取り組まれる、そ

のような流れが生まれることを期待したい。 

 

これらの観点から、国において、大学の取組を強く推進するための施策を講

じることを期待したい。 

 

（今後の議論へ向けて） 

今回、令和４年度概算要求を前にして本分科会としての考え方を示したとこ

ろであるが、「魅力ある地方大学の実現」へ向けては、更に議論を重ねて本年末

を目途に一定の取りまとめを行いたい。また、魅力ある地方大学の実現のため

には各大学における質保証の取組も不可欠であることに留意しつつ、地域で必

要とされる大学とはどのようなものかについて、各地域で議論が深められてい

くことも期待したい。         

 


